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292 松山大学論集 第29巻 第2号
⑷ 民法通則中の社会主義計画経済時代の産物とみられる規定を取り込まな
かった。例えば、①「法律に規定がないときは、国の政策を遵守しなければな
らない」とする規定（通則6条）、②「民事活動は、（中略）国の経済計画を乱」
してはならないとする規定（通則7条）、③父母の勤務先または本人の勤務先
を監護人の指定権者（通則16条2項3号、同17条1項5号）および監護人の
引受義務者（通則16条4項、同17条3項）と定める規定、35）など。
三 民法通則その他の法律との関係
前述の通り、民法総則は、民法通則を補完し、発展させてできたものである
が、民法総則施行後もなお民法通則はその効力を失わない。36）この状況は、お
そらく民法典が施行されるまで続くであろう。1986年に制定された民法通則
は民法典（家族法を除く）の骨組みを示すものであり、その内容は、伝統的な
民法総則の内容のみならず、家族法を除く民法全般に及んでいるからである。
たとえば、所有権や、土地使用権など物権的性質を有する権利に関する規定（通
則71条～83条）、債権に関する規定（84条～93条、106条～133条）のほか、
知的所有権に関する規定（94条～97条）や国際私法に関する規定（142条～
150条）も設けられている。したがって、民法総則施行後、そこに民法通則の
規定と異なる規定があるときは、「新法優先の原則」に従い、民法総則の規定
が適用されることになる。37）また、契約法、物権法および不法行為責任法との
関係についても同様である。38）
35）前掲注（11）文献参照。
36）前掲注（9）文献参照。
37）前掲注（9）文献参照。
38）前掲注（33）文献参照。
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